






(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 △2,220,458 136,847

減価償却費 304,030 220,074

減損損失 882,213 －

固定資産売却損益（△は益） △2,334 145

固定資産除却損 63,421 2,706

株式割当益 － △30,069

事業譲渡益 － △7,000

投資有価証券売却損益（△は益） △10,657 △1,701

投資有価証券評価損益（△は益） 74,477 14,295

負ののれん償却額 △261 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 13,235 △62,408

受注工事損失引当金の増減額（△は減少） 37,202 △37,202

退職給付引当金の増減額（△は減少） △150 △109,994

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △33,212 －

製品自主回収関連損失引当金の増減額（△は減
少）

△6,878 △478

事業整理損失引当金の増減額（△は減少） △8,743 －

受取利息及び受取配当金 △16,004 △15,901

支払利息 90,286 77,316

為替差損益（△は益） 1,031 △5

持分法による投資損益（△は益） 14,869 6,329

積立保険解約損 31,266 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,489,104 579,782

たな卸資産の増減額（△は増加） 245,685 △105,959

仕入債務の増減額（△は減少） △1,702,199 △196,277

未払消費税等の増減額（△は減少） △82,862 74,951

その他の流動資産の増減額（△は増加） 85,717 11,658

その他の流動負債の増減額（△は減少） △18,775 △21,622

その他 7,195 △42,147

小計 △762,800 493,337

利息及び配当金の受取額 16,163 15,907

利息の支払額 △94,395 △75,747

法人税等の支払額 △25,941 △22,149

営業活動によるキャッシュ・フロー △866,973 411,347
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △5,600 △16,200

定期預金の払戻による収入 5,000 5,000

有形固定資産の取得による支出 △100,456 △58,591

有形固定資産の売却による収入 5,085 1,606

無形固定資産の取得による支出 － △6,888

投資有価証券の取得による支出 △6,551 △6,447

投資有価証券の売却による収入 64,056 31,105

貸付けによる支出 △8,802 △7,847

貸付金の回収による収入 9,089 8,468

事業譲渡による収入 － 7,000

投資その他の資産の増減額（△は増加） 163,819 6,763

投資活動によるキャッシュ・フロー 125,640 △36,031

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,089,000 11,375,000

短期借入金の返済による支出 △4,190,700 △11,464,000

長期借入れによる収入 1,320,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △447,628 △538,690

自己株式の取得による支出 △136 △57

その他の支出 △8,140 △23,216

財務活動によるキャッシュ・フロー △237,605 △450,964

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,031 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △979,970 △75,643

現金及び現金同等物の期首残高 1,675,792 695,822

現金及び現金同等物の期末残高 695,822 620,178
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該当事項はありません。 

  

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】

(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数      ６社 (イ)連結子会社の数       ４社

連結子会社名 

くろがね興産（株） 

ケイ・エス・エム（株） 

ケイ・エフ・エス（株） 

くろがね販売（株） 

（株）ファシリティ環境システム

ズ 

クロガネマレーシアSDN.BHD. 

なお、くろがね販売㈱は事業休業

中、㈱ファシリティ環境システム

ズは平成21年2月及びクロガネマ

レーシアSDN.BHD.は平成21年7月

に会社清算結了いたしました。

連結子会社名 

くろがね興産（株） 

ケイ・エス・エム（株） 

ケイ・エフ・エス（株） 

くろがね販売（株）

 なお、くろがね販売㈱は事業休

業中であります。

(ロ)非連結子会社の数

  該当ありません。

(ロ)非連結子会社の数

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用の非連結子会社数

  該当ありません。

持分法適用の関連会社数  １社

  日本アキュライド㈱

(ロ)持分法適用の関連会社数  １社

  日本アキュライド㈱

(ハ)持分法非適用の非連結子会社数

  該当ありません。

(ニ)持分法非適用の関連会社数

  該当ありません。

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 連結子会社の事業年度の末日は、全

て連結決算日と同じであります。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

 (イ)重要な資産の評価基準

及び評価方法

① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法

(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

① 有価証券

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

   時価のないもの

   移動平均法による原価法

   時価のないもの

同左

② デリバティブ

  時価法

② デリバティブ

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

③ たな卸資産

  通常の販売目的で保有するたな 

  卸資産

   評価基準は原価法（収益性の低

下による簿価切下げの方法）に

よっております。 

評価方法は主として総平均法に

よっております。

③ たな卸資産

    通常の販売目的で保有するたな 

  卸資産

同左

  （会計方針の変更）

 当連結会計年度より、「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企

業会計基準第９号 平成18年７月

５日公表分）を適用しておりま

す。 

 これにより営業損失、経常損失

はそれぞれ33,276千円増加し、税

金等調整前当期純損失は51,220千

円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。

─

 (ロ)重要な減価償却資産の

減価償却方法

① 有形固定資産（リース資産を除

く）

  当社及び連結子会社

 ａ平成19年３月31日以前に取得した

もの

   旧定率法

  ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物付属設備を除

く。）については旧定額法によって

おります。

 ｂ平成19年４月１日以降に取得した

もの

   定率法

  ただし、建物（建物付属設備を除

く。）については定額法によってお

ります。 

 なお主な耐用年数は、以下のとお

りであります。

建物及び構築物 13年～42年
機械装置及び運搬
具

４年～13年

① 有形固定資産（リース資産を除

く）

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 （追加情報）

  当社及び連結子会社は、平成20年

度の法人税法の改正を契機として、

機械装置及び運搬具の耐用年数につ

いて見直しを行い、改正後の法人税

法に規定する方法と同一の基準によ

って変更しております。 

 なお、この変更に伴い営業損失、

経常損失及び税金等調整前当期純損

失はそれぞれ10,985千円増加してお

ります。

  なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。

─

② 無形固定資産（リース資産を除

く）…定額法

ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

② 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

③ 少額減価償却資産

  取得価額が10万円以上20万円未満

の資産につきましては、均等償却

(３年)しております。

③ 少額減価償却資産

同左

④ リース資産

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス

リース取引のうち、リース取引開始

日が平成20年11月30日以前のリース

取引については、通常の賃貸借処理

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

④ リース資産

同左

 (ハ)重要な引当金の計上基

準

① 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

① 貸倒引当金

同左

② 受注工事損失引当金

  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当連結会計年度末の未引渡

し工事のうち、損失が発生するもの

と見込まれ、かつ、当連結会計年度

において当該損失額を合理的に見積

ることが可能な工事について、当連

結会計年度以降の損失見込額を計上

しております。

② 受注工事損失引当金

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、会計基準

変更時差異については、15年による

按分額を費用処理しております。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（９年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。

 （追加情報）

  従来、当社は退職給付債務を原則

法によって算定しておりましたが、

当連結会計年度より、簡便法によっ

て算定することといたしました。 

 これは、近年、事業の構造改善と

社員の独立支援等を積極的に推し進

めた結果、退職給付債務の計算対象

従業員数が減少し、統計的に高い信

頼性をもって数理計算上の見積りを

することが困難となったためです。 

 なお、この見直しに伴う当連結財

務諸表に与える影響はありません。

③ 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

退職給付会計に関する実務指針（中

間報告）（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第13号）に定める簡

便法により当連結会計年度末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方

法により計上しております。

（追加情報）

  当社は、平成21年12月１日をもっ

て適格退職年金制度を廃止し、その

一部について確定拠出年金制度へ移

行しました。 

 なお、本移行に伴い「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を

適用し、当連結会計年度において特

別利益として、「退職給付引当金戻

入額」76,195千円を計上しておりま

す。

④ 役員退職慰労引当金

  当社及び一部の子会社は、役員の

退職慰労金の支払に備えるため、内

規に基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金

同左

⑤ 製品自主回収関連損失引当金

当社が過去に販売した特定の製品

の自主回収及び点検・交換を行うに

当たり、回収・点検等にかかる損失

の発生に備えるため、発生見込額を

計上しております。

⑤ 製品自主回収関連損失引当金

同左

 (ニ)重要な収益及び費用の

計上基準

─ ① 完成工事高及び完成工事原価の 

計上基準

請負工事に係る収益計上は、工事

進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積は原価比例

法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。
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前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

（会計方針の変更）

請負工事に係る収益の計上基準に

ついては、従来、工事完成基準を適

用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」(企業会計基準第

15号 平成19年12月27日)及び「工

事契約に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日)を当連結会計年

度より適用し、当連結会計年度に着

手した工事契約から、当連結会計年

度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については

工事進行基準（工事の進捗率の見積

は原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用してお

ります。 

 この変更に伴う損益に与える影響

はありません。

 (ホ)重要なヘッジ会計の方

法

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップ取引については

特例処理によっております。

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…為替予約取引、クー

ポンスワップ取引、

金利スワップ取引

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ヘッジ対象…外貨建予定取引、変

動金利借入金

  

③ ヘッジ方針

  外貨建仕入取引に係る為替変動リ

スクヘッジのため為替予約取引・ク

ーポンスワップ取引を、また資金調

達に係る金利変動リスクヘッジのた

め金利スワップ取引を行っており、

投機目的で行わない方針でありま

す。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フローの変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較する方法によ

っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

⑤ その他

  リスク管理体制として決裁権限等

を定めた社内稟議規定に基づき、所

定の決裁を受けて実行し、経理部に

て管理しております。

⑤ その他

同左

 (ヘ)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項

① 消費税等の会計処理

 税抜方式によっております。

① 消費税等の会計処理

同左
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前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

６ 負ののれんの償却に関す

る事項

 負ののれんの償却については、５年

間で均等償却しております。

─

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

預け入れ期間が３ヶ月以内の定期預金

からなっております。

同左

(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

【会計方針の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

（リース取引に関する会計基準等）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、従来、賃貸借取引に準じた会計処理によっており
ましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関す
る会計基準」（企業会計基準第13号 （平成５年６月
17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日
改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18
日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19
年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る
方法によっております。 
 なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年
度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に
ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 
 この変更に伴う連結財務諸表に与える影響はありま
せん。

─

【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

（連結貸借対照表）

 「財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令」 (平
成20年８月７日内閣府令第50号) が適用となることに伴
い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲
記されていたものは、当連結会計年度から「商品及び製
品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記してお
ります。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含ま
れる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」
は、それぞれ1,115,100千円、465,924千円、283,663千
円であります。

─

─ （連結損益計算書）

前連結会計年度において営業外費用「その他」に含め
て表示しておりました「手形売却損」（前連結会計年度
16,388千円）は、営業外費用の10/100を超えることとな
ったため、当連結会計年度においては区分掲記すること
といたしました。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
（平成22年11月30日）

※１ 受取手形割引高は475,201千円、受取手形裏書譲

渡高は115,195千円であります。

※１ 受取手形割引高は591,712千円、受取手形裏書譲

渡高は116,565千円であります。

 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。

  投資有価証券（株式） 316,504千円
 

※２ 関連会社に対するものは次のとおりであります。

  投資有価証券（株式） 308,236千円

※３ 有形固定資産の減価償却累計額は、7,367,207千

円であります。

※３ 有形固定資産の減価償却累計額は、7,550,691

千円であります。

 ４ 保証債務  ４ 保証債務

  連結会社以外の下記の銀行の借入について債務保証

を行っております。

  従業員（住宅資金） 1,511千円

  下記の銀行の借入について債務保証を行っておりま

す。

  従業員（住宅資金） 1,293千円

※５ 担保資産及び担保付債務 ※５ 担保資産及び担保付債務

 

  担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 2,121,842千円

土地 2,375,281千円

投資有価証券 557,881千円

受取手形 35,033千円

合計 5,090,038千円

  担保に供している資産は次のとおりであります。

建物及び構築物 1,998,587千円

土地 2,375,281千円

投資有価証券 570,586千円

受取手形

定期預金

35,741千円

10,000千円

合計 4,990,197千円

  担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 799,000千円

１年内返済予定の長期 

借入金
449,188千円

長期借入金 1,018,192千円

合計 2,266,380千円

  担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 746,000千円

１年内返済予定の長期 

借入金
458,212千円

長期借入金 704,426千円

合計 1,908,638千円

※６ 「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布 法律第34号)」及び平成11年３月31日の改正同

法律に基づき、事業用地の再評価を行っておりま

す。なお、評価差額については、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

※６ 「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公

布 法律第34号)」及び平成11年３月31日の改正同

法律に基づき、事業用地の再評価を行っておりま

す。なお、評価差額については、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

  ① 同法律第３条第３項に定める再評価の方法   ① 同法律第３条第３項に定める再評価の方法

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布 政令119号)第２条第３号によるところの固

定資産税評価額による方法としております。

 土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31

日公布 政令119号)第２条第３号によるところの固

定資産税評価額による方法としております。

  ② 再評価を行った年月日   ② 再評価を行った年月日

平成12年11月30日 平成12年11月30日

  ③ 再評価を行った土地の当期末における時価は、

再評価後の帳簿価額を861,267千円下回っておりま

す。

  ③ 再評価を行った土地の当期末における時価は、

再評価後の帳簿価額を918,129千円下回っておりま

す。
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前連結会計年度
(平成21年11月30日)

当連結会計年度
（平成22年11月30日）

※７ 特別当座貸越契約 ※７ 特別当座貸越契約

  当社においては運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行と特別当座貸越契約を締結しております。

  当社においては運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行と特別当座貸越契約を締結しております。

  この契約による借入可能限度額は、以下に定める計

算方法に基づいて毎月計算された金額とされておりま

すが、その金額は10億円を上限としております。

借入可能限度額の計算を行う月にかかる算定基準

期間（直前３暦月）に、取引銀行に開設した当社

名義の預金口座宛に振込入金された適格売掛債権

額に掛目70％を乗じた金額。

  この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

契約による総額 681,198千円

借入実行残高 680,000千円

差引額 1,198千円

  この契約による借入可能限度額は、以下に定める計

算方法に基づいて毎月計算された金額とされておりま

すが、その金額は10億円を上限としております。

借入可能限度額の計算を行う月にかかる算定基準

期間（直前３暦月）に、取引銀行に開設した当社

名義の預金口座宛に振込入金された適格売掛債権

額に掛目70％を乗じた金額。

  この契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。

契約による総額 519,809千円

借入実行残高 519,000千円

差引額 809千円
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

※１ 販売費及び一般管理費並びに当期総製造費用に含

まれる研究開発費は62,242千円であります。

※１ 売上原価並びに販売費及び一般管理費に含まれる

研究開発費は26,278千円であります。

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 2,334千円

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 994千円

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 132千円

※３ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 1,140千円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 43,700千円

機械装置及び運搬具 969千円

その他 18,619千円

合計 63,289千円

※４ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 1,759千円

機械装置及び運搬具 643千円

その他 302千円

合計 2,706千円

※５ 事業構造改善費用の内訳は次の通りであります。

事務所統廃合関連費用 49,681千円

倉庫統廃合関連費用 24,712千円

退職者関連費用 33,758千円

合計 108,151千円

※５ 事業構造改善費用の内訳は次の通りであります。

事務所統廃合関連費用 4,880千円

物流統合関連費用 12,114千円

退職者関連費用 20,519千円

合計 37,514千円

 

 

※６ 減損損失の内訳は次のとおりであります。

当連結会計年度において当社グループは以下の資
産グループについて減損損失を計上しておりま
す。

  ①減損損失を認識した資産グループの概要

家具関連事業 491,047千円

建築付帯設備機器事業 391,166千円

合計 882,213千円

  ②減損損失の認識
 経常的な損失を計上した家具関連事業及び建築
付帯設備機器事業について帳簿価額を回収可能性
まで減額し、当該減損額を特別損失に計上してお
ります。

  ③減損損失の内訳

土地 277,176千円

建物及び構築物 61,068千円

機械装置及び運搬具 271,856千円

工具、器具及び備品 27,926千円

リース資産 219,372千円

施設利用権 6,271千円

ソフトウェア 18,543千円

合計 882,213千円

  ④資産のグルーピングの方法
 キャッシュ・フローを生み出す最小単位として
事業部門単位としてグルーピングしております。

  ⑤回収可能額の算定方法
 回収可能額は正味売却価額により測定してお
り、主として不動産鑑定評価額に基づき算出した
見積価額から処分費用見込額を差し引いて算定し
ております。

─

 

※７ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額は次のとおりであります。

売上原価 33,276千円

特別損失 17,944千円

※７ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額は次のとおりであります。

売上原価 9,091千円

－25－

㈱くろがね工作所（7997）　平成22年11月期　決算短信



前連結会計年度(自 平成20年12月1日 至 平成21年11月30日) 

 

 
（変動事由の概要） 

 増加株式数の主な内訳は次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取2,128株であります。 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成21年12月1日 至 平成22年11月30日) 

 

 
（変動事由の概要） 

 増加株式数の主な内訳は次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取1,175株であります。 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
前連結会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

普通株式 18,571,139 ─ ─ 18,571,139

 

自己株式
前連結会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

普通株式 1,525,528 2,128 ─ 1,527,656

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３ 配当に関する事項

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
前連結会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

普通株式 18,571,139 ─ ─ 18,571,139

 

自己株式
前連結会計年度末株式
数（株）

当連結会計年度増加株
式数（株）

当連結会計年度減少株
式数（株）

当連結会計年度末株式
数（株）

普通株式 1,527,656 1,175 ─ 1,528,831

２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３ 配当に関する事項
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

載されている科目の金額との関係

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

載されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 701,422千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△5,600千円

現金及び現金同等物 695,822千円

現金及び預金勘定 636,979千円

預入期間が３ヶ月を超える 
定期預金

△16,800千円

現金及び現金同等物 620,178千円
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(注) １ 事業区分の方法 

連結会社の事業活動における製品の種類・販売市場及び生産形態等の類似性を勘案して区分しております。

２ 各事業区分の主要製品 

  

 
  

３ 資産のうち、消去又は全社の項目は全て全社資産に係るものであり、その主なものは親会社での余資運用資

金(現預金及び有価証券)及び長期投資資金(投資有価証券等)等であります。 

  
４ 会計方針の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４会計処理基準に関する事項（イ）重要な資産の評価

基準及び評価方法（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。この変更に伴い、従来

の方法によった場合に比べて、営業損失が家具関連事業で33,276千円増加しております。 

  

５ 追加情報 

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の「４会計処理基準に関する事項（ロ）重要な減価償却資

産の減価償却方法（追加情報）」に記載のとおり、当社及び国内連結子会社の機械装置及び運搬具について

は、耐用年数を当連結会計年度より変更しております。この変更に伴い、前連結会計年度と同一の方法によ

った場合と比べ、営業損失が家具関連事業で3,585千円、建築付帯設備機器事業で7,400千円それぞれ多く計

上されております。 

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日)

家具関連 
事業 
(千円)

建築付帯設備
機器事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

 (1) 外部顧客に
   対する売上高

8,040,478 2,623,293 10,663,772 ─ 10,663,772

 (2) セグメント間の内部
   売上高または振替高

─ ─ ─ (─) ─

計 8,040,478 2,623,293 10,663,772 ─ 10,663,772

営業費用 8,674,257 2,945,025 11,619,283 ─ 11,619,283

営業損失（△） △633,778 △321,731 △955,510 ─ △955,510

Ⅱ 資産、減価償却費、  
  及び資本的支出

   資産 7,143,720 2,466,748 9,610,469 625,559 10,236,028

   減価償却費 192,020 112,010 304,030 ─ 304,030

   減損損失 491,047 391,166 882,213 ─ 882,213

   資本的支出 72,248 59,945 132,194 ─ 132,194

事業区分 主要製品

家具関連 
  事業

事務用デスク、チェア、カウンター、テーブル、ファイルキャビネット、保管庫、

ロッカー等の収納家具、各種物品棚、各種間仕切、各種インテリア製品、分煙シス

テム、食堂・談話室家具、学習デスク、チェア、書棚等学習関連家具、書斎家具、

育児関連家具、カジュアル家具、ベッド他生活関連家具、その他家具関連製品等

建築付帯 
  設備機器 
  事業

クリーンルーム機器、エアハンドリングユニット、エア・ディフューザー、建具、

壁面収納家具、ペリカバー他内装建材設備、病院用建具・内装設備、サインシステ

ム等
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(注) １ 事業区分の方法 

連結会社の事業活動における製品の種類・販売市場及び生産形態等の類似性を勘案して区分しております。

２ 各事業区分の主要製品 

  

 
  

３ 資産のうち、消去又は全社の項目は全て全社資産に係るものであり、その主なものは親会社での余資運用資

金(現預金及び有価証券)及び長期投資資金(投資有価証券等)等であります。 

  

当連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日)

家具関連 
事業 
(千円)

建築付帯設備
機器事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社(千円)

連結(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

   売上高

 (1) 外部顧客に
   対する売上高

6,934,037 3,016,320 9,950,358 ─ 9,950,358

 (2) セグメント間の内部
   売上高または振替高

─ ─ ─ (─) ─

計 6,934,037 3,016,320 9,950,358 ─ 9,950,358

営業費用 7,054,719 2,801,961 9,856,680 ─ 9,856,680

営業利益又は営業損失（△） △120,681 214,358 93,677 ─ 93,677

Ⅱ 資産、減価償却費、  
  及び資本的支出

   資産 6,578,931 2,551,985 9,130,916 535,050 9,665,967

   減価償却費 148,792 71,281 220,074 ─ 220,074

   資本的支出 93,217 37,833 131,051 ─ 131,051

事業区分 主要製品

家具関連 
事業

事務用デスク、チェア、カウンター、テーブル、ファイルキャビネット、保管庫、

ロッカー等の収納家具、各種物品棚、各種間仕切、各種インテリア製品、分煙シス

テム、食堂・談話室家具、学習デスク、チェア、書棚等学習関連家具、育児関連家

具、カジュアル家具、ベッド他生活関連家具、その他家具関連製品等

建築付帯 
設備機器 
事業

クリーンルーム機器、エアハンドリングユニット、エア・ディフューザー、建具、

壁面収納家具、ペリカバー他内装建材設備、病院用建具・内装設備、サインシステ

ム等
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全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載

を省略しております。 

  

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(平成20年12月１日から平成21年11月30日まで)

当連結会計年度(平成21年12月１日から平成22年11月30日まで)

３ 海外売上高

前連結会計年度(平成20年12月１日から平成21年11月30日まで)

当連結会計年度(平成21年12月１日から平成22年11月30日まで)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額 

 
  

（適格退職年金制度から確定拠出年金制度への移行について） 

 当社は、平成21年12月１日から適格退職年金制度の一部を確定拠出年金制度へ移行し、「退職給付制度

間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用する予定であります。 

 本移行に伴う損益に与える影響額は算定中であります。 

  

 該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

１株当たり純資産額 192円76銭 １株当たり純資産額 201円03銭

１株当たり当期純損失 124円04銭 １株当たり当期純利益 7円02銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

前連結会計年度
（平成21年11月30日）

当連結会計年度
（平成22年11月30日）

 純資産の部の合計額 (千円) 3,301,511 3,438,324

 純資産の部の合計額から 
 控除する金額（少数株主持分）

(千円) 16,248 12,247

 普通株式に係る期末の純資産額 (千円) 3,285,262 3,426,076

 １株当たり純資産額の算定に 
 用いられた普通株式の数

(株) 17,043,483 17,042,308

前連結会計年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 当期純利益又は当期純損失（△） (千円) △2,114,074 119,610

 普通株主に帰属しない金額 (千円) ─ ─

 普通株式に係る当期純利益 
 又は当期純損失（△）

(千円) △2,114,074 119,610

 期中平均株式数 (株) 17,044,163 17,042,846

（重要な後発事象）

前連結会計年度(自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日)

当連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日)
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 314,525 220,914

受取手形 ※1, ※2, ※3 409,425 ※1, ※2, ※3 209,027

売掛金 ※3 1,376,697 ※3 1,170,619

製品 654,366 542,755

原材料 80,014 86,009

仕掛品 583,447 857,460

貯蔵品 20,227 24,783

前払費用 45,867 38,238

未収入金 ※3 75,711 ※3 22,634

前渡金 － 7,038

その他 5,883 2,044

貸倒引当金 △61,046 △1,255

流動資産合計 3,505,120 3,180,273

固定資産

有形固定資産

建物 ※2 7,371,101 ※2 7,400,420

減価償却累計額 △5,217,862 △5,379,103

建物（純額） 2,153,238 2,021,317

構築物 291,304 294,826

減価償却累計額 △290,863 △294,051

構築物（純額） 440 774

機械及び装置 1,111,057 1,105,155

減価償却累計額 △1,042,110 △1,050,756

機械及び装置（純額） 68,946 54,398

車両運搬具 12,132 8,862

減価償却累計額 △11,547 △8,456

車両運搬具（純額） 585 405

工具、器具及び備品 486,139 500,089

減価償却累計額 △466,849 △469,207

工具、器具及び備品（純額） 19,290 30,882

土地 ※2, ※4 2,375,281 ※2, ※4 2,375,281

リース資産 － 52,727

減価償却累計額 － △10,667

リース資産（純額） － 42,059

建設仮勘定 182 －

有形固定資産合計 4,617,966 4,525,120
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

無形固定資産

ソフトウエア 637 6,507

電話加入権 2,430 2,430

無形固定資産合計 3,067 8,937

投資その他の資産

投資有価証券 ※2 668,963 ※2 689,556

関係会社株式 166,000 166,000

出資金 1,100 1,080

従業員に対する長期貸付金 1,475 1,175

破産更生債権等 34,799 31,965

長期前払費用 6,814 4,775

会員権 25,760 22,160

敷金 87,129 79,618

貸倒引当金 △45,383 △41,037

投資その他の資産合計 946,658 955,293

固定資産合計 5,567,692 5,489,351

資産合計 9,072,813 8,669,624

負債の部

流動負債

支払手形 1,175,645 ※3 1,018,589

買掛金 ※3 736,362 ※3 725,973

短期借入金 ※2, ※6 799,000 ※2, ※6 706,000

1年内返済予定の長期借入金 ※2 449,188 ※2 458,212

リース債務 8,880 17,204

未払金 ※3 38,372 ※3 52,050

未払費用 ※3 393,722 ※3 396,639

未払法人税等 22,146 29,978

未払消費税等 － 31,444

前受金 170,258 ※3 234,792

預り金 29,601 29,452

受注工事損失引当金 37,202 －

その他 525 －

流動負債合計 3,860,906 3,700,337
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年11月30日)

当事業年度
(平成22年11月30日)

固定負債

長期借入金 ※2 1,018,192 ※2 753,576

退職給付引当金 461,185 219,869

役員退職慰労引当金 36,582 36,582

再評価に係る繰延税金負債 ※4 467,425 ※4 467,425

繰延税金負債 10,726 21,947

製品自主回収関連損失引当金 2,715 2,236

リース債務 36,260 65,031

長期未払金 － 156,150

長期リース資産減損勘定 － 101,269

その他 190,708 －

固定負債合計 2,223,794 1,824,088

負債合計 6,084,700 5,524,425

純資産の部

株主資本

資本金 2,998,456 2,998,456

資本剰余金

資本準備金 772,008 －

その他資本剰余金 620,313 －

資本剰余金合計 1,392,322 －

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,919,870 △387,483

利益剰余金合計 △1,919,870 △387,483

自己株式 △157,035 △157,092

株主資本合計 2,313,872 2,453,879

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 15,823 32,377

繰延ヘッジ損益 △525 －

土地再評価差額金 ※4 658,941 ※4 658,941

評価・換算差額等合計 674,239 691,319

純資産合計 2,988,112 3,145,199

負債純資産合計 9,072,813 8,669,624
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

売上高

製品売上高 9,796,171 9,206,011

不動産賃貸収入 342,485 256,080

売上高合計 10,138,657 9,462,091

売上原価

製品期首たな卸高 931,397 654,366

当期製品製造原価 ※1, ※2, ※11 2,988,211 ※1, ※2, ※11 3,122,008

当期製品仕入高 ※1 5,456,085 ※1 4,283,003

不動産賃貸費用 78,443 64,013

合計 9,454,138 8,123,391

製品期末たな卸高 654,366 542,755

他勘定振替高 ※3 17,944 －

売上原価合計 8,781,827 7,580,636

売上総利益 1,356,829 1,881,455

販売費及び一般管理費

販売手数料 18,486 19,093

荷造及び発送費 ※1 425,538 ※1 363,360

広告宣伝費 42,017 39,575

役員報酬 30,159 28,205

給料及び手当 730,386 707,912

退職給付費用 98,707 37,623

法定福利及び厚生費 119,240 110,121

旅費及び交通費 120,445 109,867

事務用品費及び通信費 47,083 29,449

倉庫料 ※1 151,980 ※1 51,524

租税公課 34,830 34,741

減価償却費 44,930 37,787

賃借料 195,280 125,547

貸倒損失 ※4 20,292 ※4 204

その他 ※1 100,511 ※1 97,307

販売費及び一般管理費合計 ※2 2,179,892 ※2 1,792,321

営業利益又は営業損失（△） △823,062 89,134

営業外収益

受取利息 246 48

受取配当金 14,311 15,198

仕入割引 15,152 12,095

雑収入 9,531 5,946

営業外収益合計 39,242 33,288
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

営業外費用

支払利息 63,648 54,481

手形売却損 16,568 18,734

貸倒引当金繰入額 25,899 －

雑支出 4,243 8,718

営業外費用合計 110,359 81,934

経常利益又は経常損失（△） △894,179 40,489

特別利益

固定資産売却益 ※5 2,334 ※5 44

貸倒引当金戻入額 18,387 60,122

役員退職慰労引当金戻入額 20,692 －

投資有価証券売却益 10,657 1,701

前期損益修正益 ※6 5,946 －

退職給付引当金戻入額 － 76,195

株式割当益 － 30,069

特別利益合計 58,018 168,134

特別損失

たな卸資産評価損 ※11 17,944 －

固定資産売却損 ※7 78 －

固定資産除却損 ※8 57,013 ※8 1,287

投資有価証券評価損 74,477 14,295

製品自主回収関連損失 282 －

積立保険解約損 29,783 －

事業構造改善費用 ※9 108,151 ※9 29,042

減損損失 ※10 882,213 －

過年度預り保証金利息 － 3,697

過年度決算監査等費用 26,600 －

その他 9,596 －

特別損失合計 1,206,140 48,323

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,042,301 160,300

法人税、住民税及び事業税 21,069 20,235

法人税等調整額 △111,979 －

法人税等合計 △90,909 20,235

当期純利益又は当期純損失（△） △1,951,392 140,065
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 2,998,456 2,998,456

当期末残高 2,998,456 2,998,456

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 772,008 772,008

当期変動額

欠損填補 － △772,008

当期変動額合計 － △772,008

当期末残高 772,008 －

その他資本剰余金

前期末残高 1,126,421 620,313

当期変動額

欠損填補 △506,107 △620,313

当期変動額合計 △506,107 △620,313

当期末残高 620,313 －

資本剰余金合計

前期末残高 1,898,430 1,392,322

当期変動額

欠損填補 △506,107 △1,392,322

当期変動額合計 △506,107 △1,392,322

当期末残高 1,392,322 －

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △639,783 △1,919,870

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,951,392 140,065

欠損填補 506,107 1,392,322

土地再評価差額金の取崩 165,196 －

当期変動額合計 △1,280,087 1,532,387

当期末残高 △1,919,870 △387,483

利益剰余金合計

前期末残高 △639,783 △1,919,870

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,951,392 140,065

欠損填補 506,107 1,392,322

土地再評価差額金の取崩 165,196 －

当期変動額合計 △1,280,087 1,532,387

当期末残高 △1,919,870 △387,483
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

自己株式

前期末残高 △156,898 △157,035

当期変動額

自己株式の取得 △136 △57

当期変動額合計 △136 △57

当期末残高 △157,035 △157,092

株主資本合計

前期末残高 4,100,204 2,313,872

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,951,392 140,065

自己株式の取得 △136 △57

土地再評価差額金の取崩 165,196 －

欠損填補 － －

当期変動額合計 △1,786,332 140,007

当期末残高 2,313,872 2,453,879

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △49,764 15,823

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

65,588 16,554

当期変動額合計 65,588 16,554

当期末残高 15,823 32,377

繰延ヘッジ損益

前期末残高 △2,724 △525

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

2,199 525

当期変動額合計 2,199 525

当期末残高 △525 －

土地再評価差額金

前期末残高 836,511 658,941

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△177,570 －

当期変動額合計 △177,570 －

当期末残高 658,941 658,941

評価・換算差額等合計

前期末残高 784,022 674,239

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△109,782 17,079

当期変動額合計 △109,782 17,079

当期末残高 674,239 691,319
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

純資産合計

前期末残高 4,884,226 2,988,112

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △1,951,392 140,065

自己株式の取得 △136 △57

土地再評価差額金の取崩 165,196 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △109,782 17,079

当期変動額合計 △1,896,114 157,086

当期末残高 2,988,112 3,145,199
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該当事項はありません。 

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】

(5)【重要な会計方針】

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

 ① 時価のあるもの

   期末日の市場価格等に基づく時

価法

(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は、

移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

 ① 時価のあるもの

同左

 ② 時価のないもの

   移動平均法による原価法

 ② 時価のないもの

同左

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 製品・原材料・貯蔵品

  総平均法による原価法(収益性低

下による簿価切り下げの方法）

(2) 仕掛品

総平均法による原価法、但し工事

据付関係の仕掛品については個別法

による原価法(収益性低下による簿

価切り下げの方法）

  （会計方針の変更）

  当事業年度より、「棚卸資産の評

価に関する会計基準」（企業会計基

準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。 

 これにより営業損失、経常損失は

それぞれ19,981千円増加し、税引前

当期純損失は37,925千円増加してお

ります。

(1) 製品・原材料・貯蔵品

同左 

  

 

(2) 仕掛品

同左

  
 
  
 

─

４ 固定資産の減価償却方法 (1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

 ①平成19年3月31日以前に取得した

もの 

 旧定率法 

 ただし、平成10年4月1日以降に取

得した建物（建物付属設備を除

く。）については旧定額法によって

おります。 

②平成19年4月1日以降に取得したも

の 

 定率法 

 ただし、建物（建物付属設備を除

く。）については定額法によってお

ります。 

(1) 有形固定資産（リース資産を除

く）

同左
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前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 

  なお、主な耐用年数は、以下のと

おりであります。

建物 13年～42年

機械及び装置 10年～13年

 （追加情報）

  当社は、平成20年度の法人税法の

改正を契機として、機械及び装置の

耐用年数について見直しを行い、改

正後の法人税法に規定する方法と同

一の基準によって変更しておりま

す。 

 なお、この変更に伴い営業損失、

経常損失及び税引前当期純損失はそ

れぞれ10,663千円増加しておりま

す。

 

  

─

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

  定額法

ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。

(2) 無形固定資産（リース資産を除

く）

同左

(3) 少額減価償却資産 

 取得価額が10万円以上20万円未

満の資産につきましては、３年均

等償却しております。

(3) 少額減価償却資産

同左

(4) リース資産

   リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用し

ております。 

 なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年11月30日以前

のリース取引については、通常の

賃貸借処理に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(4) リース資産

同左

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収可

能性を検討し回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 受注工事損失引当金

  受注工事に係る将来の損失に備え

るため、当事業年度末の未引渡し工

事のうち、損失が発生するものと見

込まれ、かつ、当事業年度において

当該損失額を合理的に見積ることが

可能な工事について、当事業年度以

降の損失見込額を計上しておりま

す。

(2) 受注工事損失引当金

同左
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前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき計上してお

ります。なお、会計基準変更時差異

については、15年による按分額を費

用処理しております。

  数理計算上の差異は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（９年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとし

ております。

 （追加情報）

  従来、退職給付債務を原則法によ

って算定しておりましたが、当事業

年度より、簡便法によって算定する

ことといたしました。 

 これは、近年、事業の構造改善と

社員の独立支援等を積極的に推し進

めた結果、退職給付債務の計算対象

従業員数が減少し、統計的に高い信

頼性をもって数理計算上の見積りを

することが困難となったためです。 

 なお、この見直しに伴う当財務諸

表に与える影響はありません。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるため、

退職給付会計に関する実務指針（中

間報告）（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第13号）に定める簡

便法により当事業年度末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法に

より計上しております。

 （追加情報）

  当社は、平成21年12月１日をもっ

て適格退職年金制度を廃止し、その

一部を確定拠出年金制度へ移行しま

した。 

 なお、本移行に伴い「退職給付制

度間の移行等に関する会計処理」

（企業会計基準適用指針第１号）を

適用し、当事業年度において特別利

益として、「退職給付引当金戻入

額」76,195千円を計上しておりま

す。

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職慰労金の支払に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

  

(5) 製品自主回収関連損失引当金

  当社が過去に販売した特定の製品

の自主回収及び点検・交換を行うに

当たり、回収・点検等にかかる損失

の発生に備えるため、発生見込み額

を計上しております。

(5) 製品自主回収関連損失引当金

同左

  

６ 収益及び費用の計上基準 ─ ① 完成工事高及び完成工事原価の 

計上基準

請負工事に係る収益計上は、工事

進捗部分について成果の確実性が認

められる工事については工事進行基

準（工事の進捗率の見積は原価比例

法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。
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前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 （会計方針の変更）

請負工事に係る収益の計上基準に

ついては、従来、工事完成基準を適

用しておりましたが、「工事契約に

関する会計基準」(企業会計基準第

15号 平成19年12月27日)及び「工

事契約に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第18号

平成19年12月27日)を当事業年度よ

り適用し、当事業年度に着手した工

事契約から、当事業年度末までの進

捗部分について成果の確実性が認め

られる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積は原価比例

法）を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。 

 この変更に伴う損益に与える影響

はありません。

７ ヘッジ会計の方法 ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップ取引については

特例処理によっております。

① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

  ヘッジ手段…為替予約取引、

クーポンスワップ取

引、金利スワップ取

引

② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

  ヘッジ対象…外貨建予定取引、変

動金利借入金

  

③ ヘッジ方針

  外貨建仕入取引に係る為替変動リ

スクヘッジのため為替予約取引・ク

ーポンスワップ取引を、また資金調

達に係る金利変動リスクヘッジのた

め金利スワップ取引を行っており、

投機目的で行わない方針でありま

す。

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジの有効性評価の方法

  ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フローの変動の累計とヘッジ

手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較する方法によ

っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

 消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計方針の変更】 

 
  

(6)【重要な会計方針の変更】

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

（リース取引に関する会計基準等）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引について
は、従来、賃貸借取引に準じた会計処理によっており
ましたが、当事業年度より、「リース取引に関する会
計基準」（企業会計基準第13号 （平成５年６月17日
（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改
正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18
日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19
年３月30日改正））を適用し、通常の売買取引に係る
方法によっております。 
 なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年
度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に
ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 
 この変更に伴う財務諸表に与える影響はありませ
ん。

─

【表示方法の変更】

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

─ （貸借対照表）

前事業年度において固定負債「その他」に含めて表示
しておりました「長期未払金」（前事業年度32,392千
円）並びに「長期リース資産減損勘定」（前事業年度
158,315千円）は、負債純資産合計の1/100を超えること
となったため、当事業年度においては区分掲記すること
といたしました。
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(7)【個別財務諸表に関する注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度 
(平成21年11月30日)

当事業年度 
(平成22年11月30日)

※１ 受取手形割引高は475,201千円、受取手形裏書譲

渡高は115,195千円であります。

※１ 受取手形割引高は591,712千円、受取手形裏書譲

渡高は115,000千円であります。

 

※２ 担保付資産及び担保付債務

建物 2,121,842千円

土地 2,375,281千円

投資有価証券 557,881千円

受取手形 35,033千円

合計 5,090,038千円

は短期借入金799,000千円、１年内返済予定の長期

借入金449,188千円、長期借入金1,018,192千円の担

保に供しております。

 

※２ 担保付資産及び担保付債務

建物 1,998,587千円

土地 2,375,281千円

投資有価証券 570,586千円

受取手形 35,741千円

合計 4,980,197千円

は短期借入金686,000千円、１年内返済予定の長期

借入金458,212千円、長期借入金704,426千円の担保

に供しております。

 

※３ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 77,100千円

売掛金 85,677千円

未収入金 20,344千円

買掛金 134,825千円

未払金 1,989千円

未払費用 250,841千円

※３ 関係会社に係る注記

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 20,000千円

売掛金 26,312千円

未収入金

支払手形

7,507千円

1,565千円

買掛金 140,047千円

未払金 997千円

未払費用

前受金

256,271千円

13,205千円

※４ 「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布 法律第34号)」及び平成11年３月31日の改正

同法律に基づき、事業用地の再評価を行っておりま

す。なお、評価差額については、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

※４ 「土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日

公布 法律第34号)」及び平成11年３月31日の改正

同法律に基づき、事業用地の再評価を行っておりま

す。なお、評価差額については、当該評価差額に係

る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地

再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

  ① 同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布 政令119号)第２条第３号による

ところの固定資産税評価額による方法としてい

ます。

  ① 同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年

３月31日公布 政令119号)第２条第３号による

ところの固定資産税評価額による方法としてい

ます。

  ② 再評価を行った年月日

    平成12年11月30日

  ② 再評価を行った年月日

    平成12年11月30日

  ③ 再評価を行った土地の当期末における時価は、

再評価後の帳簿価額を861,267千円下回っており

ます。

  ③ 再評価を行った土地の当期末における時価は、

再評価後の帳簿価額を918,129千円下回っており

ます。

 ５ 保証債務

   他の会社等の金融機関からの借入に対し、債務保

証を行っております。

ケイ・エス・エム株式会社 463,600千円

従業員(住宅資金) 1,511千円

合計 465,111千円

 ５ 保証債務

   他の会社等の金融機関からの借入に対し、債務保

証を行っております。

ケイ・エス・エム株式会社 394,200千円

従業員(住宅資金) 1,293千円

合計 395,493千円
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前事業年度 
(平成21年11月30日)

当事業年度 
(平成22年11月30日)

※６ 特別当座貸越契約

   当社においては運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行と特別当座貸越契約を締結しておりま

す。

 この契約による借入可能限度額は、以下に定める

計算方法に基づいて毎月計算された金額とされてお

りますが、その金額は10億円を上限としておりま

す。

借入可能限度額の計算を行う月にかかる算定基

準期間（直前３暦月）に、取引銀行に開設した

当社名義の預金口座宛に振込入金された適格売

掛債権額に掛目70％を乗じた金額。

   この契約に基づく当事業年度の借入未実行残高は

次のとおりであります。

契約による総額 681,198千円

借入実行残高 680,000千円

差引額 1,198千円

※６ 特別当座貸越契約

   当社においては運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行と特別当座貸越契約を締結しておりま

す。

 この契約による借入可能限度額は、以下に定める

計算方法に基づいて毎月計算された金額とされてお

りますが、その金額は10億円を上限としておりま

す。

借入可能限度額の計算を行う月にかかる算定基

準期間（直前３暦月）に、取引銀行に開設した

当社名義の預金口座宛に振込入金された適格売

掛債権額に掛目70％を乗じた金額。

   この契約に基づく当事業年度の借入未実行残高は

次のとおりであります。

契約による総額 519,809千円

借入実行残高 519,000千円

差引額 809千円
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(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

※１ 関係会社との取引に係る注記

   関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

製品仕入高 639,375千円

荷造・運送費他 694,180千円

※１ 関係会社との取引に係る注記

   関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

製品仕入高 645,488千円

荷造・運送費他 441,352千円

※２ 販売費及び一般管理費並びに当期総製造費用に含

まれる研究開発費は55,764千円であります。

※２ 売上原価並びに販売費及び一般管理費に含まれる

研究開発費は26,278千円であります。

※３ 他勘定振替の内訳は次のとおりであります。

製品評価損 17,944千円

─

※４ 貸倒引当金繰入が16,761千円含まれております。 ※４ 貸倒引当金繰入が163千円含まれております。

 

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 2,334千円

※６ 前期の子会社整理損のうち、清算結了に伴い子会

社株式評価損の清算差額が発生したものでありま

す。

 

※５ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

車両運搬具 44千円

─

※７ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 78千円

─

※８ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 42,458千円

機械及び装置 969千円

工具、器具及び備品 3,243千円

施設利用権 214千円

電話加入権 10,127千円

合計 57,013千円

 

※８ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物 869千円

機械及び装置 115千円

工具、器具及び備品 302千円

合計 1,287千円

※９ 事業構造改善費用の内訳は次のとおりでありま

す。

事務所統廃合関連費用 49,681千円

倉庫統廃合関連費用 24,712千円

退職者関連費用 33,758千円

合計 108,151千円

※９ 事業構造改善費用の内訳は次のとおりでありま

す。

事務所統廃合関連費用 4,880千円

物流統合関連費用 12,114千円

退職者関連費用 12,047千円

合計 29,042千円
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前事業年度
(自 平成20年12月１日
至 平成21年11月30日)

当事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

 

 

※10 減損損失の内訳は次のとおりであります。

 当事業年度において当社は以下の資産グループ
について減損損失を計上しております。

  ①減損損失を認識した資産グループの概要

家具関連事業 491,047千円

建築付帯設備機器事業 391,166千円

合計 882,213千円

  ②減損損失の認識
 経常的な損失を計上した家具関連事業及び建築
付帯設備機器事業について帳簿価額を回収可能性
まで減額し、当該減損額を特別損失に計上してお
ります。

  ③減損損失の内訳

土地 277,176千円

建物 30,730千円

構築物 30,337千円

機械及び装置 271,214千円

車両運搬具 641千円

工具、器具及び備品 27,926千円

リース資産 219,372千円

施設利用権 6,271千円

ソフトウェア 18,543千円

合計 882,213千円

  ④資産のグルーピングの方法
 キャッシュ・フローを生み出す最小単位として
事業部門単位としてグルーピングしております。

  ⑤回収可能額の算定方法
 回収可能額は正味売却価額により測定してお
り、主として不動産鑑定評価額に基づき算出した
見積価額から処分費用見込額を差し引いて算定し
ております。

─

 

※11 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額は次のとおりであります。

売上原価 19,981千円

特別損失 17,944千円

※11 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低

下による簿価切下額は次のとおりであります。

売上原価 9,091千円
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前事業年度(自 平成20年12月１日 至 平成21年11月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

 自己株式数の増加2,128株は単元未満株の買取によるものであります。 

  

当事業年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日) 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

 自己株式数の増加1,175株は単元未満株の買取によるものであります。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

普通株式 1,525,528 2,128 ─ 1,527,656

前事業年度末 
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末 
株式数(株)

普通株式 1,527,656 1,175 ─ 1,528,831
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1.代表者の異動 

   該当事項はありません。 

2.その他の役員の異動（平成23年２月25日付予定） 

  (1)新任取締役候補 

 
  (2)新任監査役候補 

 
  

  

6. その他

(1) 役員の異動

 取 締 役
  製造本部長

ヒザワ  マサアキ

比澤 雅明 （現 執行役員 製造本部長）

 社外監査役 
 （非常勤）

イワサキ マサムネ

岩嵜 理致 （税理士）
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